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3第１章
南アジアにおける「障害と開発」
森　壮也
第 1 節　はじめに
南アジア地域は，日本の地域研究，開発研究でも重要な地域として，こ
れまで多くの研究がなされ，蓄積されてきた。また同地域においては，世
界銀行による障害セクター支援として少額グラント・プログラムやコミュ
ニティ開発プログラムなどが，インド，バングラデシュ，パキスタン，ス
リランカなどを対象として行われており，国際的にも障害分野では比較的
早くから支援が行われてきた地域である。一方，そうした実践の経験は知
的な蓄積とは未だなっておらず，その課題と対策の全体像はつかめていな
い。これらの国々の障害者の実情を障害当事者団体を中心に把握するとと
もに，政府の開発政策における障害者政策の位置づけを評価することが求
められている。
第 2 節　本書の課題
すでに「障害と開発」の分野では，森［2008a］がそのアプローチを紹
介するものとして出版された。この「障害と開発」のアプローチは，障害
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くの成果を上げてきている。また国連の障害者の権利条約は，アメリカな
ど先進国における障害者法の事例のみならず，国連のブロックとしては唯
一，アジア太平洋地域のバンコク草案が同権利条約の土台となるなど，こ
の地域の果たした役割は大きい（長瀬［2008］）。アジア太平洋地域のな
かでも東アジア・東南アジアでの実践の評価については，久野・セドン
［2003］や森［2008a］をはじめ多くの文献で述べられている。一方，ア
ジア太平洋地域に入る南アジア諸国については，英領時代からの障害者関
連の法的制度に加えて，インドで障害者法が 1995 年に成立しているなど，
この地域における障害施策への欧米からの関心は高く，このことが先に述
べた先行研究の多い地域であることの背景ともなっている。それでは，東・
東南アジア地域の実践は，同じアジア太平洋地域にある南アジアではどの
ように活かされているのだろうか。こうした関心から，本書では，南アジ
ア地域に特に注目し，同地域における「障害と開発」の位置づけに取り組
んだ。その際に，南アジアの特徴がどのように活かされるのかということ
も大きな課題となった。特に司法積極主義などで知られる法制度やインド
にみられるような初等教育の普及のための努力，環境・貧困・女性などで
の NGO の活動の広がりといった同地域の特徴は，南アジアにおける「障
害と開発」の特徴としても意味をもつのではないかと考えられた。
このため，本書のもととなった研究会においては，1 年目は，南アジア
の各自が担当する地域について，先行研究および障害関連のデータの収集
を行った。引き続く２ 年目には，社会科学的な分析・研究がこれまであ
まり深くされていなかった障害当事者団体の成立状況や歴史，また現状な
どについて把握したうえで，各国の政策と障害当事者団体の運動がそれぞ
れの地域でどのように関連しており，どのように障害当事者たちに影響を
与えているのか，またそれらがどのような問題をもたらしているのかを分
析した。これらは，地域研究や開発研究として南アジア地域の障害者の実
態と政策についての研究を位置づけるという意味でも，重要なものである。
南アジア地域における貧困削減政策のなかで障害者の問題がどのように扱
われているのかをしっかりと位置づけることは，ミレニアム開発目標
（MDGs）への「障害者のインクルージョン」（2008 年第 62 回総会）と
を従来のような個人的な問題，医学や福祉で解決すべきという周縁的な問
題としてみるアプローチ（個人・医療モデル）とは異なる。障害者と社会
の関係のあり方からとらえ直す社会モデル（杉野［2007］）を前提とした
社会のあり方や開発のあり方の問題として障害をとらえるというのが，こ
の「障害と開発」のアプローチである。またその際には従来のような障害
非当事者の政策主体がどう援助すべきかについて論じるのではなく，障害
当事者の視点が重要になってくるアプローチである。こうしたアプロー
チを踏襲したものとして，森［2008b］がフィリピンとインドを例にとっ
て貧困削減の立場から両国の障害者雇用政策の比較をしている。南アジ
ア地域については，赤塚・谷［1994］が出版されているのに加えて，海
外でもクリシュナスワミィ（Krishnaswamy［1987］） ，アフザル（Afzal 
［1992］）， ラオ・アシャ（Rao and Usha ［1995］）， デサイ（Desai ［1995］）， 
カルナ（Karna［2001］），ラング（Lang［2001］），エルブ・ハリス－ホ
ワィト（Erb and Harriss-White ［2002］），世界銀行（World Bank［2007］）
と比較的先行研究の多い地域でもある。しかしながら，これらのほとんど
は，障害の発生比率のような人口学的な記述，または社会福祉の文脈で社
会問題的側面を記述するに留まっている。「障害と開発」のアプローチは，
開発のなかにどう障害当事者をインクルージョン（包摂）せしめていくか
という問題についての分析や，各国・各地域の開発と障害の問題との間の
関係について当事者の視点をふまえたアプローチである。こうした「障害
と開発」という観点からの分析を行っているのは，エルブ・ハリスーホワィ
トやカルナ，ラングと世界銀行の著作のみである。ここでの包摂というの
は，従来は障害者に一般社会への適応を求めていた（統合）のに対して，
そうではなく，社会の方がむしろ障害者に対応していくという意味であり，
「障害と開発」における重要な鍵概念である（この概念については，詳し
くは教育を念頭に第 ３ 章で論じられる）。したがって，これらの海外の先
行文献の整理，評価をするとともに現地の現状などについて，障害当事者
の観点と開発の観点の双方から，考察を深めることが求められている。
「障害と開発」分野での諸実践は，アジア太平洋障害者の 10 年以降の
国連 ESCAP における多くの取り組みを通じて，東・東南アジア地域で多
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第 3 節　南アジアにおける障害と開発
南アジア地域における「障害と開発」をみていくに際して，同地域の
先行研究の多くがすでに述べたようにインドをフィールドとしていること
もあり，同国の果たす役割は大きい。本節では，先行研究から国勢調査，
障害者サービス，障害者権利運動についてそれぞれ代表的なものを取り上
げる。これらの再吟味を通じて，南アジアにおける「障害と開発」をみて
いく時の軸とし，法制度と障害当事者団体というふたつを提案していく。
1.　インドの国勢調査
南アジアにおける「障害と開発」を考える際，同地域のなかでも大き
な位置を占めるインドにおける障害へのアプローチの状況を理解し，その
状況を把握することは大きな手助けとなる。トーマス（Thomas［2005］）
はインドの国勢調査と政策とを分析している。これによれば，1991 年の
政府による標本調査でのインドの障害者推計人口は，1620 万人（全人口
の 1.9%），10 年ごとに全国国勢調査を行っているものの，独立以後，こ
の時まではデータが皆無であったという。その後，障害者運動の持続的
キャンペーンを経て，ようやく 2001 年に国勢調査の形で初めて，インド
の障害者数の全体数が把握された（表１）。しかしながら，この全人口に
占める比率は第 2 章でも述べられているように 2.1% ほどであり，インド
国内の障害関係諸団体は，2001 年の国勢調査数字は正確ではない，6 %
はいるはずと抗議した。こうしたことを受けて，政府も予算作成目的のた
め，インド連邦政府計画委員会の全人口の 4 % という数字を採用してい
る。しかし WHO の推計値の 10%（WHO ［1978］）よりは，依然として
低い状況である。
その後，2011 年の全国国勢調査では 29 の質問項目のうち第 9 番目が
障害についての質問となっており（表２），調査員に対する障害について
のトレーニングの実施，障害種類の充実など，前回の国勢調査での障害把
握の不完全さを乗り越える努力がされている。
いう国連での決議（1）へのアカデミックな立場からの回答ともなる。
近年，国際社会においては経済成長がさまざまな意味で持続可能であ
ることが求められている。持続可能性の概念は，生態環境といった自然科
学的持続性のみならず，社会的持続性も包含するものである。より具体的
にいえば，社会の構成員に等しく便益が行きわたらず，過度の格差を生み
出すような性質をもつ経済成長のあり方は，社会的に持続可能でないこ
とが懸念されている。このような懸念に配慮した包摂的成長（inclusive 
growth）のあり方が世界的に問われており（Thomas［2004］），本研究
会の成果は，この課題に対して「障害と開発」という視角からの回答を与
えるものといえよう。
国際社会では，貧困削減における障害者の包摂が MDGs の達成のため
に必要であるというコンセンサスが得られている。具体的に，どのような
形でそれが達成可能なのか，という問いに答えるための重要なデータと考
察を本書は提供することとなる。具体的にいうと，インドにおいては，政
府が実施した国勢調査における障害者の包摂が途上国のなかで比較的早い
時期に実現されている。それによって得られたデータは，国際的な障害者
の統計収集・作成に携わるワシントン・グループ（2）でも分析が進められて
いる。当研究会の成果はそのような場での議論に反映され得るものであり，
その暁には国際的にも注目される。またわが国においては，2008 年 5 月
に発効している国連障害者の権利条約への批准にともない，同条約に盛り
込まれている「国際協力」のあり方が，「障害と開発」分野の大きな課題
とされている。国連障害者の権利条約は，障害についての従来の慈善的あ
るいは福祉的なアプローチでなく，障害者についても非障害者が有する諸
権利を有する主体であるという人権（基盤型）アプローチをうたっている。
「障害と開発」分野では，こうした人権（基盤型）アプローチも重要な概
念であり（森［2008a］），これをふまえた本書の成果は，今後，JICA（国
際協力機構）などをはじめ日本が途上国支援を実施する際の政策形成で，
重要な知的貢献となるべきものである。
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2.　インドの障害者サービス制度
インドの障害者サービス制度については，マイルズ（Miles［1996］）
がこれをまとめている。紀元前 5 世紀にはインドで最初の Asylum（盲人
収容所）（Miles［1997］）が設立された。しかし，1820 年代のベナレス
では盲人のほとんどは家族とともにおり，盲人収容所に入りたいとは思っ
ていなかったという。すなわち，ほとんどの盲人たちは，（物乞いが禁止
されている）収容所に入るよりは，物乞いの方で，より多くを稼ぐことが
でき，いわば自立していた状況にあったという。18 世紀にはおもにイン
ド在住の西欧人たちによってイギリスにあるのと似たような対障害者サー
ビスが開始されていた。1764 年に障害補償基金制度（Penny ［1904］）が，
1841 年には知的障害者収容所が精神障害者収容所と分離設立（イギリス，
ロンドンで 1861 年よりも早い，Crawford ［1914］）といったマドラスで
の事例が報告されている。さらに村での伝統的な地域共同体によるケアも
古くから存続していたという（Sanyal ［1977］，Jain ［1916］）。
こうして古くからイギリスの影響を受けていたインドでは，1960 年代
に入ると欧米における対障害者政策における コミュニティに根ざした施
策（ Community-Based）対 施設に根ざした施策（ Institutional-Based）
という対立のほか，ノーマライゼーション，インテグレーション，脱医療
化，人権といった新しい潮流も欧米から入り込むに至った。1980 年代以
降になると 1970 年代の欧米でのスローガンがアジアにも輸出されたこと
を受け，前述の対立に加えて，さらに古くからあるろう教育における手話
対口話の対立も持ち込まれるに至ったが，これらの対立の背景にある市民
社会の成立のあり方をめぐる論争などの文脈はインドには持ち込まれない
ままであった（Kalayanpur ［1996］）。
こうした政策のあり方をめぐる対立は，1960 年代のリハビリテーショ
ン分野での CBR（地域に根ざしたリハビリテーション）の導入でもみられ，
ランガナータナンダ（Ranganathananda［1955］）は，コミュニティの
責任意識という意味での “Citizenship”（市民意識）が南アジアでは希薄
であるとしている。すなわち，マハラジャ（君主）が担う責任とプラジャ
9(a) 当人には精神/身体障害がありますか？
はい — １
いいえ — ２
9(b) もし9(a)で「はい」の場合には，右の障害種別の
　　 コードをボックス内に記入してください。
9(c) もし重複障害がある場合には，最大で３つまでの
　　 該当する障害種別を以下のボックス内に記入して
     ください。
9(a)
9(b)
9(c)
障害の種類
1.視覚
2.聴覚
3.言語
4.移動性
5.知的障害
6.精神障害
7.その他
8.重複障害
コード
1
2
3
4
5
6
7
8
（単位：人）
障害者数 視覚 聴覚 言語 移動性 知的・精神障害
都市部
男性 3,195,450 1,509,621 124,795 228,129 927,625 405,280 
女性 2,322,937 1,251,877 114,111 168,885 523,300 264,764 
合計 5,518,387 50.04% 4.33% 7.19% 26.29% 12.14%
農村部
男性 9,410,185 4,222,717 549,002 713,966 2,975,127 949,373 
女性 6,978,197 3,650,666 473,814 529,888 1,679,425 644,404 
合計 16,388,382 48.04% 6.24% 7.59% 28.40% 9.73%
21,906,769 48.55% 5.76% 7.49% 27.87% 10.33%
表1　インドの障害者統計
（出所）Government of India (2001) .
表2　インドの 2011 年国勢調査における障害についての質問項目
（出所）NCPEDP 資料を筆者が翻訳。
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第１章　南アジアにおける「障害と開発」
社会のなかで共有されている「公然と認められた知識」の密度は非常に低
く，公的サービスシステムへのアクセスも非常に個人化されている。この
ことが，いわゆるコネに大きく依存した障害者支援を同地で生み出す一
方，西欧の「スーパーの消費者」のような非個人的サービスや手続が制度
化されて自動的に処理されるような障害者サービスはまだ出現していな
い。いわゆるテンニースのゲマインシャフト（共同社会）からゲゼルシャ
フト（利益社会）へのシフト（Tönnies　［1955］）という意味で，アジ
アはまだその途上にあるなかで，西欧概念をどのように南アジアに当ては
めるか，ミシャナ（Mishana［1992］）のいう「内生的知識（Indigenous 
Knowledge）」も考慮したアプローチが求められる。
3.　インドの障害者権利運動
こうした南アジア地域の欧米との違いに着目する議論がある一方で，イ
ンドにおける障害者権利運動は前節で出てきた CBR などの欧米からの諸
概念，運動の影響も受けながら，大きな発展をみせていることも事実であ
る。2001 年国勢調査での障害者調査から，インドにおいて教育を受ける
機会のあった障害者はわずか 1 ～ 2% で，教育を受けられてもその圧倒的
多数は NGO 系の学校という報告もある（Peters et al.［2009］）。そして
その背景として，公立学校には障害学生を受け入れる環境がない一方，私
立学校は多くのインド人からしても学費が非常に高いということがある。
また雇用されている障害者はわずか 1％で同国では政府からの支援はゼロ
か，ほとどないに等しいため障害者たちは家族も養えない状況にある。さ
らに加えて，インドの障害者は，障害を恥や罪と結び付けるヒンドゥー教
的価値観に根ざす文化的バリアにも直面している。
こうしたインドの障害者の状況を各障害別にみたものとして，チャダー
（Chander［2008］）によるインドの盲人史分析がある。盲人の分析であ
るが，その後の障害者当事者運動を生み出す母体がどのようにして形成さ
れたのかを知るうえでも興味深い。チャダーは，盲人の分離教育が「アド
ボカシーの苗床（“Seedbeds for Advocacy”）」になったとしている。チャ
ス（Prajas）と呼ばれる「責任をもたない」臣民（子ども）意識が温存さ
れたまま，CBR がこの地域に導入されている問題があるという指摘であ
る。障害に限らず大多数の貧困者らには支援の近代的な公的支援もないう
え，コミュニティと呼ばれる近隣社会を超えたところから支援が得られな
い状況にもかかわらず CBR が導入されることへの疑問である。また欧米
で育った概念である CBR でいうところのコミュニティがそもそもインド
に存在していたのかという疑念は，現地で CBR を展開していた国連スタッ
フからも出されていた。WHO［1981］は，当該コミュニティの発達段階
がある経済的，社会的，教育的な観点からみて十分な段階に達しないうち
に，PHC（プライマリー・ヘルス・ケア）を導入しても，PHC は効率的
に始まらないということを報告したものである。
こうした状況から，マイルズ（Miles［1996］）は南アジアの地域的
文脈のなかに持ち込まれた欧米的な概念は，南アジア的メランジュ（Me-
lange，混沌状況）にあるとした。インドの 1950 年憲法も貧困者，特に障
害者にとっては紙切れに過ぎず，この地域の障害者の状況改善のため，西
欧的「人権」（基盤型）アプローチに取って代わるものは，マイルズ（Miles
［1990, 1993］）で述べられた情報（Information）＝概念，技能，デザイ
ン，フィードバックであるとしている。すなわち，欧米から持ち込まれた
ものが，南アジアの文脈のなかには未だ十分に根づいてすらいないことを
もっと認識すべきだというのがマイルズの主張である。
すなわち，一国での障害関連の諸制度や情報といったものは，ただ制
度や情報があるのではなく，その国の歴史や社会の仕組みと分かちがたく
結び付いているということである。したがって，障害ということについて
も，西欧であれば暗黙のうちに了解されている，そこにある概念やデザイ
ンの応用の仕方といったことが南アジア地域では必ずしもそうはなってい
ない。コミュニティに根ざしたリハビリテーションや自立生活運動など，
西欧で生まれた障害者にかかわる諸概念もそのまま南アジアに移築するの
ではなく，南アジアの障害当事者からの要望などに即した形で再構築する
必要があるというのがその議論の骨子である。
したがって，マイルズによれば，多くの南アジアの国々では西欧なら
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第１章　南アジアにおける「障害と開発」
州，地域レベルで政府機関，障害者権利要求グループからなる委員会の実
現，教育，雇用機会，サービス，住宅，公的な設備へのアクセス，18 歳
までの障害児に無償で適切な教育の提供，普通学校への統合教育の強調，
特殊教育学校の設立を求め，公的機関のみにおける（民間セクターを除く）
全従業員数の 3 ％は障害者を雇用しないとならないということを規定し
たインド障害者法が実現した。同法の枠組みやその問題点については，森
［2008b］や浅野［2010］でも論じられている。
インドの障害当事者運動は，障害の社会モデルから大きく影響を受け
ているといわれるが，1990 年代のアーシャ・ハンズ（Asha Hans）, アニ ・ー
パトリ（Annie Patri）, アニータ・ガイ（Anita Ghai）らの活動は障害女
性・少女の問題にも関心を広げている。彼らの活動は，当初，障害とジェ
ンダー分野での活動であったが，障害の社会モデルを念頭に置きつつ，エ
ンパワメントの枠組みでの相互の学びと全国レベルでのキャンペーンを重
要視して展開されていった。こうした活動を通じて，彼らは分断 / 分裂さ
れた団体から，集団的アイデンティティの確立へと向かい，アドボカシー
を通じての障害者法を達成したという自信からさらに「レジスタンス」と
してのインド障害者運動が確立していくに至る。先のジャヴィッド・アビ
ディはこうしたクロス・ディスアビリティ，障害交差的な運動，またレジ
スタンス的性格を強めた運動のなかでリーダーとして本書，第２章でも述
べられるろう者の運動も包摂しながら，政府への交渉力を強めていく。す
でに本節冒頭で述べた国勢調査における障害調査項目の充実はそうした彼
らの実効ある運動がもたらした成果のひとつであるといえる。
4.　南アジアにおける障害と開発を考える軸
以上，本節での考察からみえてくる南アジアは，①早くから西欧によ
る障害分野での介入が始まった地域であると同時に，②早くから独自の障
害者ケア・システムももっていた地域，そして③西欧からのインパクトが
もたらしたものも大きかった地域であるといえる。そうした南アジアにお
ける「障害と開発」にかかわる課題として，
ダーによれば，盲学校の同窓会があったことが盲人のアドボカシー活動の
母体になったという。これらの学校の同窓会は 1990 年代にインドに出現
した障害者運動に参加している。インドの障害者運動は，当初，障害別の
プログラム，団体に分断されていた。このことをジャヴィッド・アビディ（写
真 1）は 1982 年に「ろう運動はろう者のため，盲人運動は盲人のための
ものになっている。だれもが自分が受けるサービスに囚われていて，大き
な構図を描けずにおり，その結果，闘うべき基本的問題がみえないままで
ある。」（Islamic Voice ［2003］）と表現した。
この盲人たちのグループが参加したのが，1994 年にアヌラダ・モヒッ
ト（Anuradha Mohit）により設立された障害者権利要求グループ（The 
Disability Rights Group：DRG）である。DRG は，障害者法制定運動のキャ
ンペーン主体として設立されたもので，既存の障害者運動で，障害者代表
が十分に実現していないことへの抗議も行った。こうした運動の成果を受
けて 1995 年にインド障害者法が国会で可決された。これにより，全国，
写真 1：インドの障害当事者運動のリーダー　
　　  ジャビッド・アビディ（NCPEDP 提供）。
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第１章　南アジアにおける「障害と開発」
（ 1 ）南アジア的なものと西欧的なものの拮抗のなかで，障害者政策は
どのように実現されるのだろうか？
（ 2 ）同じ拮抗のなかで障害当事者運動はどのように発展していくのだ
ろうか？
（ 3 ）政策と当事者運動の相互的なかかわりのなかで，当事者たちの生
活・状況はどのように変化していくのだろうか？
という 3 点を提示することができよう。
南アジアにおける「障害と開発」を考えるにあたって，いくつかの軸
を考えることができるが，本書では，各国の障害者関連法制度の発展を第
１の軸，そしてこうした法制度とのかかわりのなかで当事者団体がどのよ
うな形で発展を遂げているのかを第２の軸とした。「障害と開発」のアプ
ローチに沿って，障害当事者団体を軸の大きな要素として設定している。
これは，森［2008a］でも述べているように従来の開発の枠組みのなかに
障害を取り込む重要な要素として，障害当事者団体が果たす役割が大きい
ということが最大の理由である。前記の大きな問題提起もそうした延長線
上にある。政府の政策形成にしても，望ましい政策のためには，当事者か
らのインプットが政府の政策決定プロセスに組み込まれるような制度構築
の必要がある。しかも当事者を入れれば何でもよいというわけではなく，
当該国の当事者の代表として担保された当事者からのインプットが得られ
るようにしなくてはならない。障害という状況の特性から非障害者を中心
とした政策策定者には適切なニーズが把握しにくいということを考慮する
と，こうした当事者の政策決定プロセスへの参加は避けて通れない手段で
ある。また障害は，南アジアにおいても多くの地域で周縁化され，少なく
ともこれまで開発政策のなかに十分取り込まれてこなかった。このことは，
図 1 や図 2 でも如実に表れている。図 1 が示しているのは，インド連邦
政府の社会正義エンパワメント省が主として取り組んできた領域である，
カーストや指定部族の人たちの状況を障害者と比較したものである。前者
の人たちも障害者も同じ省が担当しているが，障害者の不就学状況はムス
リムや指定カースト ･ 部族の 4 倍弱とはるかに劣悪な状況にある。図２
図1　社会的なカテゴリー別にみた不就学率（2005 年）
( 出所 )World Bank［2007］.
図2　都市と農村での男女・障害の有無でみた就業率
( 出所 ) 図１に同じ。
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第１章　南アジアにおける「障害と開発」
しているという大きな壁があるにもかかわらず，ろう当事者団体が，まず
全国組織の形成と職業教育をメインに活動・発展してきたことを歴史を振
り返りつつ述べた。その後，権利擁護運動をメインにした新たな若い団体
が発足したことをみいだした。こうした歴史記述のなかで，当事者団体の
発展の経路が従来型の慈善中心のものと権利や開発に根ざしたものとふた
通りの経路が可能であることを明らかにした。このうち，後者の経路が実
現されるためには，国連の障害者の権利条約のような外的な要因にも助け
られた人権（基盤型）アプローチや ICT（情報通信技術）のような技術の
発達の積極的な利用によるクロス・ディスアビリティへの方向性が鍵とな
る（写真２）。また途上国で一般にみられる手話の多様性や通訳者の不足
といったろう者にかかわる問題にある特徴的な要素についてもいくつかの
変化がみられつつあることもわかった。
これらは，ほかの障害者と比して，開発過程や政府へのろう者の参加
を妨げてきた要因とその解決には，どういった要素が不可欠であるかとい
うことも同時に示しているといえる。障害当事者たちが貧困削減政策の策
定のなかで取り残されないためには何が必要なのかを，ろう者の開発過程
への参加のための条件という形で示した。
第 3 章の辻田論文「インドの障害児教育の可能性 「インクルーシブ
教育」に向けた現状と課題 」は，インドの障害児教育に焦点を当てた
分析である。辻田は，インドでは，独立以前から，障害児を普通学校で教
育することを基本としながらも特別支援校での教育も認めるという二重
のアプローチが，国家の基本方針として掲げられてきており，これが現在
も継承されているとした。この二重のアプローチのなかで，インドでの
1990 年の「万人のための教育」宣言の具体化である教育普遍化プログラ
ム（SSA）は，大都市で実施されているとはいえ，普通学校での障害児の
学習環境の整備が進んでおらず，農村部ではさらに厳しい状況にある。そ
のなかで障害者の就学率が女子や指定カースト，指定部族，ムスリムを下
回って低いものとなっている。そうした現実に対し，政府の 1974 年の障
害児統合教育プログラムや 1995 年の障害児の入学を拒否しないという方
針を取り入れた県初等教育プログラムは成果を上げていない。しかし，一
は都市でも農村でも，さらに男女に分けても一貫して障害者である場合に
は就業率が低いという実態を示している。こうした実態に関してどのよう
なアプローチがとられるべきかを考える際に，障害当事者からのインプッ
トや彼らの経験を開発のなかで活かしていくことは必須の課題であるとい
える。
一方で，南アジアにおける当事者団体の役割と開発のあり方について
は，考慮すべき問題もある。たとえば，インドでの障害当事者団体の発展
については，マイルズ（Miles［2006］）にもあるようにインドにおいて
西欧的なコミュニティや自立した市民が成立しているかどうかという疑問
も指摘されている。南アジアでは比較的発展しているとされるインドでも，
当事者団体の発展という意味では，まだ道半ばといえる。本書では，そう
した社会の発展とのかかわりも議論されていくことになる。また，前述の
各国の障害者関連法制度の発展という第１の軸，そして法制度とのかかわ
りのなかでの当事者団体の発展という第 2 の軸のなかで各国の位置づけ
を試みた。
第 4 節　本書の構成
本書では，これまで述べてきたような背景，また問題意識のもと，南
アジアの各地域について論じ，次章以降は，地域研究者と障害の専門家な
どがそれぞれの立場から，各国の障害者関連法制度の状況と政策や当事者
団体について論じている。論考はまず南アジアを代表するインドについて
のふたつの章から始まる。
第 2 章は，インドを取り上げた森論文「インドの障害当事者運動 ふ
たつのろう者の運動の対比から 」である。民族・言語的にも多様なイ
ンドにおける障害当事者運動の難しさをろう者を例にして取り上げ，そう
したなかでも既存のふたつの全国的な運動組織がどのような活動を展開し
ているのかを紹介，分析している。インドの国勢調査において，ろう者の
把握が十分ではないことをまず取り上げ，手話の多様性や手話通訳が不足
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の分析からのインプリケーションとして障害者施策や法律の迅速な実施を
促す障害当事者運動の必要性，また教育の質についてもより高い関心が払
われることの必要性が提起されている。
続く第 4 章と第 5 章はネパールについての分析である。ネパールは障
害当事者が議員として加わるなど，大きな変化で世界的にも注目されてい
る。まず第 4 章の「新しい時代を迎えたネパールの障害者・障害者団体
と障害者政策」と題された井上論文は，ネパールの障害者団体と障害者政
策について両者の関係を，政治と経済の変化に注目しつつ，分析したもの
である。ネパールの置かれた政治，経済，社会，歴史的条件によって異な
る部分，そして人権や障害者と社会とのかかわりといった普遍的な部分の
双方からアプローチを試みている。本章は同地域への地域研究の蓄積を背
景にそれに取り組んだものである。
ネパールでは，1989 年以降の民主化運動のなかで絶対王制から共和制
に移行した政治の激変が何よりも障害者政策に大きな影響をもたらした。
本章は，絶対王制下の国法での障害者の位置づけが便宜の供与の対象であ
り，福祉的なものであったとしている。逆に障害を隠して婚姻した場合の
婚姻の無効など差別温存的なものもあった。1980 年代に入ると，国連の
障害者の権利に関する宣言，国際障害者年など，国際的な障害者問題への
関心の高まりにより，ネパール政府も対応を急ぐようになった。これによ
り 1982 年に障害者（保護・福祉）法が成立したが，これはどちらかとい
うと外国や援助国向けのアピールの側面が強く，民主化や政治活動活発化
のなかで同法はたなざらし状態に置かれていた。しかし，民主化運動を経
て 1990 年に公布された新憲法のなかで障害者も女性，児童，高齢者と並
ぶ形で取り上げられるようになり，障害者団体の活動・参加も拡大していっ
たという。この時期に障害者団体を含む各団体に大きな影響を与えたもの
として，井上は，社会サービス全国調整評議会の廃止と社会福祉評議会の
設立を挙げ，登録団体数が急増したことを指摘している。しかしながらそ
れでも障害関連は手薄の状況であり，1994 年になってようやく障害者（保
護・福祉）規則が公布され，障害者（保護・福祉）法の実施が可能となっ
たことで，制度的な基盤が整い始めたとしている。また王制から共和制に
方で，2009 年子どもの無償義務教育権利法が導入されたことにより地域の
公立学校への就学保障が明文化されるという画期的な変化も起きている。
一方，インドにおいて公的部門よりも早い時期から障害児教育を担っ
てきた NGO にとっては，同法はハードルを高くする部分もあるという問
題を指摘している。インドにおいては，障害児教育の担当行政が普通学校
なら人的資源開発省，特別支援学校なら社会正義エンパワメント省，と分
断されていること，各省庁での障害児教育の優先順位が低いということ，
NGO 立の学校でも認可校は非常に低いということなど，政府の縦割り行
政にかかわる問題も明らかにした。障害者の置かれている実態について既
存研究や政府統計を参考にするのみでなく，デリー大学の盲学生へのイン
タビューも実施した。このインタビュー対象者は，よい教育条件に恵まれ
るに至った人たちである。都市部出身で，大都市の学校に早い段階から入
学して，文系科目の学習をしてきたという共通点があるため，農村部の大
多数の障害児とはかけ離れた環境が浮き彫りになった。総じて，第 3 章
写真 2：インドの障害関連技術の博覧会 Techshare 2010。連邦政府社会正義エンパ
　　　  ワメント省担当者と障害当事者とのパネル（左端に立っているのは手話通訳
　　　  者）（筆者撮影）。
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組んで提起する訴訟というのが本来あるべき姿であり，問題意識の形成や
戦略の作成でも重要なことであるという指摘がされている。特に障害当事
者の多くが非識字者であるというネパールの現状を考えても，こうした協
働が重要なモデルとなることを本章では述べている。
引き続く第 6 章の山形論文，「バングラデシュの障害当事者と障害者政
策 Community Approaches to Handicap in Development（CAHD）
の意義と課題 」は，バングラデシュの CBR（地域に根ざしたリハビ
リテーション）戦略である，CAHD を取り上げている。CAHD は，国際
NGO であるハンディキャップ・インターナショナル（Handicap Inter-
national）が，バングラデシュの NGO である障害開発センター（Center 
for Development in Disability：CDD）とのパートナーシップのなかで
編み出した障害者支援活動の展開方法である。山形は，CAHD を，途上
国の障害者が障害者グループよりもむしろ，居住する地域のコミュニティ
を自らの帰属集団として認識することが多いことに注目したアプローチで
あるとして，バングラデシュにおける同アプローチの展開と課題とを整理
している。バングラデシュでも多くの途上国同様，障害者が全国に広く存
在している一方で特に地方に住む障害者へのアプローチが手薄であった
が，そうした問題を解決するために CAHD は最適な方法であったという。
しかし，その一方，「障害と開発」における残される課題として，障害当
事者団体のオーナーシップの醸成と，聴覚障害者のエンパワメントが挙げ
られるということが，本章の分析を通じて指摘されている。特に前者の課
題は，CAHD という手法に内在する根源的なものであり，後者はバング
ラデシュ社会の現状にその原因があるという。先に述べたように CAHD
が地域社会全体へのアプローチを障害者自身へのアプローチと並行させた
ものである。この性質ゆえに，地域開発に取り組んでいる NGO や政府機
関が，障害者のリハビリテーションや教育，啓発，組織化，社会参加促進
などに取り組むという手法は，障害者へのアプローチの面的拡大という意
味でバングラデシュで大きな効果を上げた。しかし，この時，「障害と開発」
はこうした開発 NGO の手段と化してしまい，当事者団体の育成や自立生
活運動といった側面の深化のための要因を欠くこととなっているというこ
なった後には，2006 年の障害者政策行動計画の発表や制憲議会選挙後に
障害議員が 3 人誕生したという大きな変化があり，その影響を分析して
いる。このように，初期の福祉および医療優先から参加拡大・人権・自立
の方向へと向かってきてはいるものの，依然として，政策理念と実施実態
との乖離や地域格差，外国資金依存の問題なども大きいことも井上は指摘
している。障害当事者や団体が政治とどのようにかかわり，開発への参加
を保障していくかという課題も本章は提起している。
ネパールについて 2 番目の章である第 5 章は，小林論文，「ネパールの
障害当事者運動と権利擁護  公益訴訟をとおした発展  」である。
本章はネパールにおける障害者に関する法制，特に南アジアにおいて広く
みられる制度である公益訴訟を中心に分析している。小林は，障害者の権
利確立のためには，立法による非障害者と同等の権利の明文化が必須であ
るが，それに加えて，裁判によって担保される救済手段が必要であるとし
ている。ネパールには 1995 年に成立した国家人権委員会があるものの，
障害者関連の事件の受付窓口設置は 2009 年になるまで存在しなかった。
同国ではむしろ，最高裁判所への公益訴訟の提起が障害者の権利救済手段
としての意味をもっていた。ネパールでは公益訴訟は従来，女性の権利
侵害や環境問題解決を訴える手段として利用されており，暫定憲法でも第
107 条で公益訴訟について定められているという。障害者公益訴訟の事例
として本章では，すでに判決文が出ている「障害者の無償教育の権利」事
件（2003 年），「法定サービス・便宜の履行」事件（2005 年），「障害者
の権利保護の特別規定」事件（2007 年），「ろう者の教育の権利」事件（2008
年），そして「精神障害者の権利保護」事件（2008 年）の５つを分析し
ている。この分析から，判決は障害者に好意的であるが，なお履行が十分
ではなく，判決が出るまでに時間がかかるという問題があることがわかっ
た。さらにネパールには障害当事者の参加の有無，弁護士や裁判官の障害
に対する意識のあり方についての問題がある。本章が取り上げているもう
ひとつの問題は，公益訴訟のイニシアティブについての申立人の当事者性
の問題である。これについては，障害当事者の権利擁護活動をしているア
ドボカシー団体などだけではなく，障害当事者団体もパートナーシップを
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摘し，こうした意識の変化を現地におけるアンケート調査でも裏づけてい
る。一方，同国での IL が安定した制度として根づくのには未だ時間がか
かり，その実現にはパキスタン政府や社会への働きかけと国際的な支援も
必要だという今後についての問題指摘もされている。
第 5 節　おわりに
国連の障害者の権利条約以後，障害に対するアプローチは，医療・リ
ハビリテーションのみでなく，障害者自身が教育や人権などの開発過程で
のプレーヤーとなり，当事者としての参加が保障されるものでなければな
らないという，国際的なコンセンサスが生まれつつある。また東南アジア
の国々では，アジア太平洋障害者の 10 年で大きな成果を上げた国が多い。
当事者たちが開発過程のプレーヤーでないとならないというコンセンサス
の重要性は，南アジアの諸国においても同様であり，貧困削減戦略のなか
での各国の障害者政策の実効性も改めて問われている。社会福祉や特殊教
育のなかに周縁化されてきた障害者の問題を貧困政策，さらには開発のな
かでどのように主流化させていくのかが，大きな課題となってきていると
いうことである。
南アジアの国々は，世界の途上国のなかでも東・東南アジアについで
貧困削減や障害者政策で比較的先進的な取り組みをしてきた（中西・久野
［1997］や森［2008a］など）。このことが途上国全体のなかで先進事例
として評価されている一方で，この実効性の問題についてははなはだ疑問
が多かったことも，「障害と開発」の観点を念頭に置いた本書での分析を
通じて明らかになった。しかしながら，今日，障害当事者たちの積極的な
運動を背景にそうした実情にも変化が訪れつつあるのも事実である。
南アジアの各国の実情は本書でも明らかになったようにさまざまであ
る。国連の障害者の権利条約に代表されるような国際的な障害者に関する
権利意識の高まりや，ICT 技術の発展は，南アジアの各国に大きな影響を
もたらしている。たとえばインドでは ICT によって，従来は障害別での
とも，CAHD の課題である。そして，肢体不自由者や視覚障害者につい
てはエンパワメントも社会参加も一定の効果を上げているものの，知的障
害者，精神障害者，聴覚障害者については遅れており，まだ道のりが遠い
ことが指摘されている。
最終章は「パキスタンにおける障害者の自立生活運動  受け手から
担い手へ  」と題した奥平論文であり，途上国における自立生活運動
をメイン・テーマとして取り扱ったものである。近年，途上国の障害者の
状況の変化に大きく影響を及ぼしつつある自立生活運動（IL）が米国で生
まれたあと，どのようにパキスタンに根づいていったかについて，パキス
タンにおける障害者運動の歴史をなぞりながら論じている。その際に鍵と
なったのは，日本における IL について，障害者研修事業を経験したパキ
スタンの障害者リーダーであることを同論文は指摘している。障害者の
IL は途上国での展開は難しいといわれているが，奥平は，このパキスタ
ンでの事例を分析することでこれを否定している。そうしたリーダーがパ
キスタンで 2005 年にあったパキスタン北部地震に際して，日本で築いた
ネットワークを最大限に利用して，各支援機関と協力関係を構築しながら
被災した障害者の支援に成功した事例を紹介している。
パキスタンにおける障害者運動の歴史は，同国が制定した障害者（雇
用とリハビリテーション）法の制定年で，同時に国際的な障害者運動団体
である障害者インターナショナル（DPI）が成立した年でもあり，またか
つ国際障害者年でもあった 1981 年に始まった。同章では，パキスタンに
おける成功の要因は，国際的な障害者運動の動向を途上国の障害当事者た
ちも共有できるようになってきたことであると指摘している。これによっ
て同国内にもパキスタン DPI が発足したが，同国の障害当事者団体の活
動が自立生活運動なども取り入れて活発化するためには，マイルストーン
障害者協会の設立を待たねばならなかった。日本でのパキスタン障害者の
研修による啓発が，このマイルストーン障害者協会の設立に，非常に効果
的だったという。マイルストーン障害者協会は，不満を訴えることによっ
て政府や社会の助けを求めるという運動から，自分たちの手で制度やサー
ビスを創りだし，社会変革をしていく運動への変化でもあったと本章は指
22 23
第１章　南アジアにおける「障害と開発」
摘し，こうした意識の変化を現地におけるアンケート調査でも裏づけてい
る。一方，同国での IL が安定した制度として根づくのには未だ時間がか
かり，その実現にはパキスタン政府や社会への働きかけと国際的な支援も
必要だという今後についての問題指摘もされている。
第 5 節　おわりに
国連の障害者の権利条約以後，障害に対するアプローチは，医療・リ
ハビリテーションのみでなく，障害者自身が教育や人権などの開発過程で
のプレーヤーとなり，当事者としての参加が保障されるものでなければな
らないという，国際的なコンセンサスが生まれつつある。また東南アジア
の国々では，アジア太平洋障害者の 10 年で大きな成果を上げた国が多い。
当事者たちが開発過程のプレーヤーでないとならないというコンセンサス
の重要性は，南アジアの諸国においても同様であり，貧困削減戦略のなか
での各国の障害者政策の実効性も改めて問われている。社会福祉や特殊教
育のなかに周縁化されてきた障害者の問題を貧困政策，さらには開発のな
かでどのように主流化させていくのかが，大きな課題となってきていると
いうことである。
南アジアの国々は，世界の途上国のなかでも東・東南アジアについで
貧困削減や障害者政策で比較的先進的な取り組みをしてきた（中西・久野
［1997］や森［2008a］など）。このことが途上国全体のなかで先進事例
として評価されている一方で，この実効性の問題についてははなはだ疑問
が多かったことも，「障害と開発」の観点を念頭に置いた本書での分析を
通じて明らかになった。しかしながら，今日，障害当事者たちの積極的な
運動を背景にそうした実情にも変化が訪れつつあるのも事実である。
南アジアの各国の実情は本書でも明らかになったようにさまざまであ
る。国連の障害者の権利条約に代表されるような国際的な障害者に関する
権利意識の高まりや，ICT 技術の発展は，南アジアの各国に大きな影響を
もたらしている。たとえばインドでは ICT によって，従来は障害別での
とも，CAHD の課題である。そして，肢体不自由者や視覚障害者につい
てはエンパワメントも社会参加も一定の効果を上げているものの，知的障
害者，精神障害者，聴覚障害者については遅れており，まだ道のりが遠い
ことが指摘されている。
最終章は「パキスタンにおける障害者の自立生活運動  受け手から
担い手へ  」と題した奥平論文であり，途上国における自立生活運動
をメイン・テーマとして取り扱ったものである。近年，途上国の障害者の
状況の変化に大きく影響を及ぼしつつある自立生活運動（IL）が米国で生
まれたあと，どのようにパキスタンに根づいていったかについて，パキス
タンにおける障害者運動の歴史をなぞりながら論じている。その際に鍵と
なったのは，日本における IL について，障害者研修事業を経験したパキ
スタンの障害者リーダーであることを同論文は指摘している。障害者の
IL は途上国での展開は難しいといわれているが，奥平は，このパキスタ
ンでの事例を分析することでこれを否定している。そうしたリーダーがパ
キスタンで 2005 年にあったパキスタン北部地震に際して，日本で築いた
ネットワークを最大限に利用して，各支援機関と協力関係を構築しながら
被災した障害者の支援に成功した事例を紹介している。
パキスタンにおける障害者運動の歴史は，同国が制定した障害者（雇
用とリハビリテーション）法の制定年で，同時に国際的な障害者運動団体
である障害者インターナショナル（DPI）が成立した年でもあり，またか
つ国際障害者年でもあった 1981 年に始まった。同章では，パキスタンに
おける成功の要因は，国際的な障害者運動の動向を途上国の障害当事者た
ちも共有できるようになってきたことであると指摘している。これによっ
て同国内にもパキスタン DPI が発足したが，同国の障害当事者団体の活
動が自立生活運動なども取り入れて活発化するためには，マイルストーン
障害者協会の設立を待たねばならなかった。日本でのパキスタン障害者の
研修による啓発が，このマイルストーン障害者協会の設立に，非常に効果
的だったという。マイルストーン障害者協会は，不満を訴えることによっ
て政府や社会の助けを求めるという運動から，自分たちの手で制度やサー
ビスを創りだし，社会変革をしていく運動への変化でもあったと本章は指
24 25
第１章　南アジアにおける「障害と開発」
運動であったものが，障害を超えたクロス・アビリティ（障害横断）の運
動がより容易になったことで，新しい運動が勃興している。そしてこの新
しいクロス・アビリティの運動が障害全般をインドの開発政策のなかに組
み込んでいくという新しい機軸で，政府とのかかわりを作りつつある。
こうした新しい機軸という意味では，ネパールも興味深い状況を示し
ていることがわかった。ネパールでは，政権自体が大きく変わったことに
より，障害議員の誕生のような新しい障害当事者と政府の間をつなぐチャ
ンネルが作り出されるとともに，障害者の参加拡大・障害者の人権意識の
向上・自立生活に向かう方向性が強まっている。一方で，PIL 訴訟の事例
の分析から，障害者が訴訟のイニシアティブをもち得ていないという問題
があることが，明らかになり，この問題に対処するためには，障害当事者
団体の役割の見直しが必要になっている。またネパールやインドでは，辺
境の障害者へのアウトリーチや政策の波及のために，当事者団体の育成が
課題になってきた。さらにインドの障害児教育の問題の分析からは，既存
の政府の枠組みや公教育が，障害者を含めるというインクルーシブ教育理
念を掲げるようになっていても，実際の障害児へのアクセシビリティや農
村部・辺境部での専門教員の養成を含むファシリティの整備が課題となっ
ていることも明らかになった。政府に対してこうした問題を提起し，実効
的な政策を要求する主体としての役割を果たすには，障害当事者団体の存
在が重要である。こうした当事者団体の果たす役割や運動については，バ
ングラデシュとパキスタンの比較が興味深いだろう。開発 NGO の活動の
なかに障害を包摂していくことをメインとするバングラデシュの CAHD
は，同国で地域的な広がりの拡大に成功した。一方でバングラデシュでは，
障害当事者のニーズへの適切な対処や障害別のきめ細かな対応では，依然
問題を残しており，障害当事者の主体性や自己決定が重視されるパキスタ
ンの自立生活（IL）運動から学ぶものが多い。南アジアの各国の多様性の
なかで，どのように障害当事者団体の役割を位置づけるか，また今後の課
題を設定するかは，各国で異なってはいるとはいえ，どの国においても障
害当事者団体の役割を無視しては考えられないことは共通しているとい
える。
従来の各国の一般的貧困削減のための諸政策がどれだけ障害当事者に
とって有効であるか，またもし問題があるとすれば，どのような問題で，
その解決策は何なのか，さらにこの解決策の策定のために障害当事者団体
や当事者たちはどのような役割を果たしうるのか，本書の課題はそこに
あった。これらについて，未だ十分な答えは得られたとはいえない。しかし，
本書の分析を通じて，開発に障害当事者たちが参加していくことが，重要
な方向のひとつということをみいだすことができた。本書は，障害包摂的
な開発（Disability Inclusive Development：DID）に際し，当事者団体
が果たすべき役割は何かという問題設定に対する「障害と開発」からの最
初の答えである。今後，こうした DID のための条件や整備すべき環境に
ついての議論がさらに高まることを期待したい。
【 注 】
（ 1 ） 国連のミレニアム開発目標（2000 年）は，女性や子どもといった社会的弱者を
念頭に置いたものとなっているが，障害者については実は含まれないまま目標が
掲げられてしまった。この後，障害者の問題を包摂しないままでは，貧困削減と
いうミレニアム開発目標の最重要課題が解決され得ないことを念頭において，提
案をされたのが国連障害者の権利条約（2001年提案，2006年総会採択，2008年発効）
である。このため，国連としてミレニアム開発目標の当初の 8 つの目標のなかに
障害者は含まれていなかったものの，MDGs の達成のためには，障害者の問題も
必須である，すなわち 9 番目の目標であるということを決議したのが，同決議で
ある（伊東［2008］，長田［2008］，森［2009］）。
（ 2 ） 世界銀行，UNESCAP 統計局などが主要構成メンバーであり，障害者統計の国
際比較を可能にするための障害の定義や統計上の取り扱いについて多国間で討議
を重ねてきている。詳細については，森［2010］を参照。
〔参考文献〕
＜日本語文献＞
赤塚俊治・谷喜美［1994］「ネパールの児童問題と社会福祉 （その 3）  障害児（者）
を取り巻く概況とその対策に関する一考察」（『東北福祉大学研究紀要（18） 』　
35-47 ページ）。
浅野宣之［2010］「インドに於ける障害者の法的権利の確立」（小林昌之編『アジア諸
国の障害者法  法的権利の確立と課題』アジア経済研究所研究双書　No.585
アジア経済研究所）。
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運動であったものが，障害を超えたクロス・アビリティ（障害横断）の運
動がより容易になったことで，新しい運動が勃興している。そしてこの新
しいクロス・アビリティの運動が障害全般をインドの開発政策のなかに組
み込んでいくという新しい機軸で，政府とのかかわりを作りつつある。
こうした新しい機軸という意味では，ネパールも興味深い状況を示し
ていることがわかった。ネパールでは，政権自体が大きく変わったことに
より，障害議員の誕生のような新しい障害当事者と政府の間をつなぐチャ
ンネルが作り出されるとともに，障害者の参加拡大・障害者の人権意識の
向上・自立生活に向かう方向性が強まっている。一方で，PIL 訴訟の事例
の分析から，障害者が訴訟のイニシアティブをもち得ていないという問題
があることが，明らかになり，この問題に対処するためには，障害当事者
団体の役割の見直しが必要になっている。またネパールやインドでは，辺
境の障害者へのアウトリーチや政策の波及のために，当事者団体の育成が
課題になってきた。さらにインドの障害児教育の問題の分析からは，既存
の政府の枠組みや公教育が，障害者を含めるというインクルーシブ教育理
念を掲げるようになっていても，実際の障害児へのアクセシビリティや農
村部・辺境部での専門教員の養成を含むファシリティの整備が課題となっ
ていることも明らかになった。政府に対してこうした問題を提起し，実効
的な政策を要求する主体としての役割を果たすには，障害当事者団体の存
在が重要である。こうした当事者団体の果たす役割や運動については，バ
ングラデシュとパキスタンの比較が興味深いだろう。開発 NGO の活動の
なかに障害を包摂していくことをメインとするバングラデシュの CAHD
は，同国で地域的な広がりの拡大に成功した。一方でバングラデシュでは，
障害当事者のニーズへの適切な対処や障害別のきめ細かな対応では，依然
問題を残しており，障害当事者の主体性や自己決定が重視されるパキスタ
ンの自立生活（IL）運動から学ぶものが多い。南アジアの各国の多様性の
なかで，どのように障害当事者団体の役割を位置づけるか，また今後の課
題を設定するかは，各国で異なってはいるとはいえ，どの国においても障
害当事者団体の役割を無視しては考えられないことは共通しているとい
える。
従来の各国の一般的貧困削減のための諸政策がどれだけ障害当事者に
とって有効であるか，またもし問題があるとすれば，どのような問題で，
その解決策は何なのか，さらにこの解決策の策定のために障害当事者団体
や当事者たちはどのような役割を果たしうるのか，本書の課題はそこに
あった。これらについて，未だ十分な答えは得られたとはいえない。しかし，
本書の分析を通じて，開発に障害当事者たちが参加していくことが，重要
な方向のひとつということをみいだすことができた。本書は，障害包摂的
な開発（Disability Inclusive Development：DID）に際し，当事者団体
が果たすべき役割は何かという問題設定に対する「障害と開発」からの最
初の答えである。今後，こうした DID のための条件や整備すべき環境に
ついての議論がさらに高まることを期待したい。
【 注 】
（ 1 ） 国連のミレニアム開発目標（2000 年）は，女性や子どもといった社会的弱者を
念頭に置いたものとなっているが，障害者については実は含まれないまま目標が
掲げられてしまった。この後，障害者の問題を包摂しないままでは，貧困削減と
いうミレニアム開発目標の最重要課題が解決され得ないことを念頭において，提
案をされたのが国連障害者の権利条約（2001年提案，2006年総会採択，2008年発効）
である。このため，国連としてミレニアム開発目標の当初の 8 つの目標のなかに
障害者は含まれていなかったものの，MDGs の達成のためには，障害者の問題も
必須である，すなわち 9 番目の目標であるということを決議したのが，同決議で
ある（伊東［2008］，長田［2008］，森［2009］）。
（ 2 ） 世界銀行，UNESCAP 統計局などが主要構成メンバーであり，障害者統計の国
際比較を可能にするための障害の定義や統計上の取り扱いについて多国間で討議
を重ねてきている。詳細については，森［2010］を参照。
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 第 2 章（1）
インドの障害当事者運動
 ふたつのろう者の運動の対比から 
森　壮也
第 1 節　はじめに
インドは赤道近くからヒマラヤまで，28 の州，6 つの連邦直轄地域，
デリー首都圏からなる大きな国である。それだけに障害者運動も地域に
よって差があり，当事者たちの運動が組織化されているところ，散発的な
ところなどかなりの違いがみられるが，ここでは，主として全国的な動き，
また連邦政府に対する動きを中心に整理をしていくこととする。またイン
ドには障害者法（1995）があり，アジア地域ではフィリピンと並んで法
制面では障害者政策が早くから進められてきた。しかしながら，こうした
法制が当事者たちにとってどのような意味をもっていたのか，その有効性
が，今，改めて問い直されてきている。
2004 年の最高裁判決で選挙管理員会に求められていた命令により，
2009 年に実施された総選挙で各投票所における障害アクセシビリティが
ようやく実現した。有権者としての障害者の権利がこうして実現された
ことから，慈善対象としての障害者像は，現在，大きな問い直しに直面し
ている。開発のパートナーとしての障害者という新たな位置づけはインド
の政策に大きな変化を要求しており，当事者主体による運動がそれを大き
